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○白石市会計年度任用職員の人事評価に関する規程 

（目的） 

第１条 この規程は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２３条の２第２項の規定に基づき、

白石市で任用する会計年度任用職員（以下「職員」という。）の人事評価に関し、必要な事項を定め

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 人事評価 職員が担任する職務及び責任を遂行した業績並びにその職務の遂行上見られた職

員の能力及び態度を、この規程の定めるところにより評価し、公正かつ公式に人事評価シートに記

録することをいう。 

(２) 人事評価シート 人事評価の対象となる期間における職員の勤務成績を記録するものとして、

別記様式に定める様式をいう。 

（被評価者の範囲） 

第３条 本規程による人事評価の対象となる職員（以下「被評価者」という。）は、全ての職員とする。

ただし、負傷又は疾病若しくは出産等による休暇その他の事情により本規程による人事評価の実施が

困難である職員の評価は、市長が別に定める。 

（評価者） 

第４条 評価者は、別表第１の被評価者の欄の評価を受ける被評価者の区分に応じ、それぞれ定めるも

のとする。 

（評価者の責務） 

第５条 第１次評価者の責務は、次のとおりとする。 

(１) 常に被評価者の行動事実の観察に努め、特に評価に資する行動事実等について記録すること。 

(２) 前号に基づき客観的で公正な評価を行うこと。 

(３) 被評価者に対し、人事評価の結果に応じ適正な指導を行うこと。 

(４) 自らの人事評価の技術の向上に努めること。 

２ 第２次評価者は、第１次評価者に対し常に客観的で公正な評価を行うように指導し、第１次評価に

不均衡があると認めたときは、第１次評価者に評価の内容について説明を求め、これを調整しなけれ

ばならない。 

（評価の基準日等） 
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第６条 人事評価の基準日及び評価期間は、次に掲げる区分とする。ただし、決定した評価について、

評価期間の末日までの間において、評価内容の変更が生じた場合は、評価者は評価内容を修正するも

のとする。 

期間区分 基準日 評価期間 

上半期 １０月１日 ４月１日から９月３０日まで 

下半期 ２月１日 １０月１日から３月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、評価期間中に会計年度任用職員の任用の初日又は末日が含まれる場合は、

任用期間の初日を評価期間の初日とし、任用期間の末日を評価期間の末日及び基準日とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認める場合は、別に評価期間を定めることができる。 

（評価の実施） 

第７条 評価の手順は、次のとおりとする。 

(１) 第１次評価者は、人事評価シートに基づき評価を行い、第２次評価者にこれを送付する。 

(２) 第２次評価者は、第１次評価者の評価結果を確認し、双方合意の上で評価を確定し、その結果

を市長に報告するものとする。 

（評価結果の説明等） 

第８条 第２次評価者は、被評価者に対し、人事評価の結果について説明しなければならない。 

２ 被評価者は、前項の人事評価の結果及び指導等を踏まえ、自らの能力開発に努めるものとする。 

（評価の活用） 

第９条 任命権者は、人事評価の結果を被評価者の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活

用する。 

２ 評価者は、人事評価の結果を職員の人材育成に積極的に活用するよう努めるものとする。 

（苦情相談の申出） 

第１０条 被評価者は、人事評価の結果に関して、任命権者に対し苦情相談の申出を行うことができる。 

２ 任命権者は、前項の申出があったときは、その内容に関して速やかに事実確認等を行い、その結果

を踏まえて必要な措置を講ずるものとする。 

３ 苦情相談の申出方法その他の手続については、市長が別に定める。 

（人事評価シートの保管） 

第１１条 人事評価シートは、職員が所属する部署において５年間保管するものとする。 

（委任） 
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第１２条 この規程に定めるもののほか、人事評価の実施に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

被評価者 第１次評価者 第２次評価者 

小学校、中学校に配置された職員 校長 学校管理課長 

幼稚園に配置された職員 主幹教諭又は主任教諭のうち上位

の職にある者１名 

園長 

保育園に配置された職員 技術主幹又は主任保育士のうち上

位の職にある者１名 

園長 

上記以外の職員 職員が配置された業務に係る係長

（係長がいない場合は課長補佐級

の職員） 

所属長 
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別記様式（第２条関係） 

 


